









































① Local stakeholders own the majority or all of a project:
　事業主体の性格：地域利害関係者が事業の過半数以上を所有
② Voting control rests with the community–based organization:
　議決権の帰属：地域社会に準拠する組織が事業の議決権の過半数を保持


































FIT (Feed In Tariff）とは再生可能エネルギーによる発電事業者に対し、送電網への
アクセスと発電した電力に対する長期の売買価格を保証する制度である。日本では東
日本大震災直後の 2011 年 8 月に成立した「電気事業者による再生可能エネルギー電気
の調達に関する法律（再エネ特別措置法）」 （4）に基づき 2012 年 7 月より施行され、大
手電力 10 社からなる電気事業者への長期的（20 年間）な固定価格での売電を保証して
いる。再エネ発電事業者に対する支援策には大別して 2 つのアプローチがある。RPS











2015 年 3 月末現在、再生可能エネルギー発電設備の導入量は 3,935 万 kW に達した。
東日本大震災発生直後の 2011 年度からは約 2,000 万 kW の設備が拡張された。図 1を
みてわかる通り、2012 年 7 月に施行された FIT 制度が加速度的な設備増加の引き金に
なったと考えられる。ただし増加は太陽光の一極集中で、後述する様々な問題を生じ
ている。2014 年度の日本国内の総発電量 1 兆 537 億 kWh （自家発電含み）に対して、
容量 1 万 kW を超える大規模水力発電を除いた再生可能エネルギー由来の発電量は、
643.9 億 kWh、構成比 6.1％に留まっているが、2010 年度の 3.5％からは 7 割増加して
いる（表 1参照）。
図 1が示すとおり、日本は 2014 年に発電量の 12.4％を自然エネルギーで賄っており、
7.9％を占める水力発電の中身は本来再エネに算入しない 10 万 kW を超える大型ダム
による 6.3％と、小水力による 1.6％からなる。つまり電力供給に占める大型ダムを除
— 90 —
く再エネの実質的な比率は、6.1％  （内訳：太陽光 2.2％ : 風力 0.5％ : 地熱 0.2％ : バイ




備の 96.5％は、設置までの期間が短い太陽光に集中した（2015 年 3 月末現在）。しか
もその殆んどは外部企業による事業である。風力発電も外部資本による大規模開発が
主流となった。立地地域は固定資産税等を収受するだけで、「分権的で参加民主主義的」










出典 : 認定 NPO 法人環境エネルギー政策研究所、2015



















太陽光 939.2 65.7 2,370 23,289 36.2 2.17
風　力 21.5 7.9 292 5,028 7.8 0.47
地　熱 0.5 0.9 52 2,591 4.0 0.24
小水力 1.1 0.3 328 17,500 27.2 1.63
バイオマス 10.2 3.0 351 15,978 24.8 1.49
合　計 972.4 40.2 3,392 64,386 100.0 6.06
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る 40 万 km にも及ぶことから、農水路の小水力利用への転用も考慮すれば、平地に
おける小水力の潜在性は一層高まる。水力エネルギーは、P；出力（kW）　Q；流量
（m3/s）　H; 有効落差（総落差－ 損失）　g；重力加速度＝ 9.8（m2/s）　η；総合効率
（0.6～08）として、次の式で表すことができる〈P ＝ Q × H × 9.8 × η〉。つまり出力
は流量と落差の積に比例しており、水力エネルギーの大きさは直感的に理解される。
日本では 1888（明治 21）年に宮城紡績での自家用発電（三居沢発電所 5kW）が立

































ない出力 1 万 kW 以下の発電量はその 20％、さらに小型の 1,000kW 以下は 1％にあた
る 20 万 kW にすぎない。資源エネルギー庁によれば、水力の未開発設備容量 1,200 万
kW のうち 1,000kW 未満の小水力が 371 地点 24 万 kW ある。ほぼ同時期 2011 年 4 月
に公表された環境省の推計では、3 万 kW 未満の中小水力の開発余力が 1,400 万 kW 存

















利害関係者との協議を続けた。そして非営利型事業会社の東吉野発電を 2014 年 4 月に
設立 （7）、FIT に準拠した「プロジェクト」に取り組んでいる。代表取締役を M が務め、
3 人の取締役には村の漁業組合長と森林組合理事、ならコープの小会社 CWS の社長が
就任した。最大出力 82kW を備えた新発電所は若干の工期の遅れを生じたが、2016 年
度中には運転開始が見込まれており、関西電力との PPA （電力売買契約）に従って、










れは一般家庭の使用量（年間 3,600kWh）換算で 180 世帯分（村の全世帯の 17％に相
当）の年間消費量に相当する。
事業は「国や自治体のお金に頼る従来型の他力本願ではなく、皆で知恵を出し合い






した買取価格は 8 円／ kW 台で、事業化の見通しは立たなかった。しかし 2012 年 7 月
に導入された FIT 電源の認証を受けることで地元金融機関南都銀行からの融資に目処
が立ち、計画は大きく前進した。最終的に南都銀行は 2 億円・20 年間のコミットメン
トライン（融資枠）の設定を決定した。同銀行は 2014 年 3 月末現在、全国 65 地方銀
行中、預貸率が 54 位の 64.9％と下位グループに属する。地域共生活動及び環境関連ビ
ジネスを支援する意向を強く打ち出し、FIT を前向きに評価したことがうかがわれる。








必要資金の約 1/4 はミュージック・セキュリティ社（MS 社） （9）が、「つくばね小水
力発電復活ファンド（ファンド）」商品組成と販売を担い、匿名組合契約 （10）を内容と
するクラウド・ファンディング（CF）で手当する。残る 3/4 は南都銀行からの長期融
資を活用した。CF では一口 3 万円の額面で、最大募集総口数を 1,750 口で募集した結
果、事業総費用の 23.86％にあたる 5,250 万円の出資金が 2015 年末までに満額集まっ
た。事業計画上の匿名組合契約会計期間は 5 年間であり、毎年度末に組合員は電力売
上金額に応じた分配金を受けとる。東吉野発電は関西電力を相手方に FIT の適用認定




事業計画上の契約会計期間（5 年間）の累計売上金額（税抜）は 109,902 千円（年平
均売上金額 21,980 千円）で、累計リクープ売上金額（税抜）は 95,454 千円（年平均売
上金額 19,090 千円）を計上する。匿名組合出資ファンドの組成は、共同電力事業に対
する市民出資手法として標準化されつつある。多くのコミュニティ電力事業者は、先








しいる。図 3で明らかなように、匿名組合ファンドの組成を専門家である MS 社に委
任して CF を採用し、CWS の紹介で設計・調達・建設を包括的に支援するコンサルに





身 30 口（ 90 万円）の出資を果たしており、東吉野発電とのつながりを深めている。
M は「全ての資金を金融機関から借り入れることも可能であったが、村内外からも
多くのひとが共感や応援を形にして事業に気軽に参画できる仕組」を求めて、あえて
総事業費の約 1/4 を目処に、CF による匿名組合組成を採用したと述べている。潜在的
な元本割れリスクを考慮すれば、出資者の動機が必ずしも分配金受領という経済的理
由だけではないことが分かる。FIT は 20 年間の売電を保証するが、設備の故障や河川
の氾濫で生じるかもしれない損害等、不確実な要因を排除できないからだ。また仮に
電力市場が高騰しても FIT に拘束されるから、その恩恵に浴することができない。事
































































（4） 施行 4 年を迎えようとする 2016 年 5 月に、改正 FIT 法が国会審議を終えた。改正要点は




（5） 日本では便宜上、出力に応じて 10 万 kW 以上を大水力、5～3 万 kW を中水力、1 万 kW 以















ると公言している。資本金は 100 万円で、60 万円を M 個人、残る 40 万円は市民生活協同






（8） http://mirai660.net/powerplant/hydroelectric_powerstation.html　2016 年 6 月 28 日取得










































 http://business.nikkeibp.co.jp/article/report/20141014/272542/?rt=nocnt　2016 年 12 月
20 日取得
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